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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　浴槽側壁の外面および上面に当接する垂直部位および水平部位を有する狭持部材を取り
付けた本体フレームと浴槽側壁の内面に当接する狭持部材を取り付けた移動側フレームと
上記移動側フレームを進退させる移動操作手段を備える、本体フレームの狭持部材と移動
側フレームの狭持部材により浴槽側壁を狭持できる入浴用補助具のクランプ機構であって
、
　移動側フレームは垂直部位と水平部位を有し、該垂直部位に狭持部材を取り付け、
　移動操作手段は、頭部がノブであるネジ部材と該ネジ部材のネジ軸部に螺合することが
できるネジ山を一方の端部の端面に形成したレバーとバネと移動側フレームの水平部位に
取り付けたガイドとを備え、
　ネジ部材は、回動自在かつ軸方向に進退自在に本体フレームに係合されるとともに軸方
向にガイドに案内され、レバーはガイドに軸支され、バネにより、レバーのネジ山が形成
された一方の端部の端面をネジ部材のネジ軸部に付勢して、ネジ部材のネジ軸部とレバー
の一方の端部の端面とが螺合することができ、
　移動操作手段により、本体フレームの狭持部材の水平部位上面で移動側フレームを進退
させることができることを特徴とする、本体フレームの狭持部材と移動側フレームの狭持
部材により浴槽側壁を狭持できる入浴用補助具のクランプ機構。
【請求項２】
　前記本体フレームと前記移動側フレームをそれぞれ２基ずつ並設し、該２基の本体フレ
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ームに共通の１つの浴槽側壁の外面および上面に当接する前記狭持部材を取り付け、該２
基の移動側フレームの各々に１つの浴槽側壁の内面に当接する前記狭持部材を取り付けて
、本体フレームと移動側フレームの対を２組備え、該２組の各々の組に前記移動操作手段
を設けたことを特徴とする、請求項１に記載の本体フレームの狭持部材と移動側フレーム
の狭持部材により浴槽側壁を狭持できる入浴用補助具のクランプ機構。
【請求項３】
　前記移動側フレームの垂直部位に揺動部材を揺動可能に取り付け、該揺動部材を介して
浴槽側壁の内面に当接する前記狭持部材を取り付けたことを特徴とする、請求項１又は２
に記載の本体フレームの狭持部材と移動側フレームの狭持部材により浴槽側壁を狭持でき
る入浴用補助具のクランプ機構。
【請求項４】
　前記本体フレームの上面に、回動可能な座板を載置して取り付けた基台を固定したこと
を特徴とする、請求項１乃至３のいずれか一項に記載の本体フレームの狭持部材と移動側
フレームの狭持部材により浴槽側壁を狭持できる入浴用補助具のクランプ機構。
【請求項５】
　前記本体フレームに手摺を取り付けたことを特徴とする、請求項１乃至３のいずれか一
項に記載の本体フレームの狭持部材と移動側フレームの狭持部材により浴槽側壁を狭持で
きる入浴用補助具のクランプ機構。
 
 
 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、浴槽内に出入りするのを補助する入浴用補助具のクランプ機構に関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　高齢者や足腰の弱った人等が浴槽に入る際に浴槽への出入りを補助するために、回転椅
子や手摺が取り付けられた入浴用補助具を浴槽の側壁に取り付けることはよく知られてい
る。例えば、特許文献１には、浴槽の側壁を狭持可能なクランプ機構の上部に手摺が取り
付けられた入浴用補助具の発明が記載されている。また、特許文献２には、浴槽の側壁を
狭持可能なクランプ機構の上部に座板を回動自在に設け、該座板に背もたれを設けた入浴
用補助具（浴槽用回転椅子）の発明が記載されている。
【０００３】
　図１３に示すように、特許文献１に示されている手摺が取り付けられた入浴用補助具の
クランプ機構８０は、浴槽側壁の内面に当接する可動板（狭持部材）８１を支持する筒状
の可動フレーム８２にナット８３を取り付け、このナット８３に螺合されたネジ部材８４
をノブ８５を操作して回転させることにより、浴槽側壁の内面と上面に当接する固定板（
狭持部材）８６の側に移動させて締め付け状態にして、浴槽側壁に入浴用補助具を固定す
ることができるものである。なお、８７は手摺である。また、特許文献２に示されている
回転自在な座板が取り付けられた入浴用補助具（浴槽用回転椅子）のクランプ機構でも、
端部に押圧板（狭持部材）が取り付けられたネジ部材を回転させて、押圧板を支持板の側
板の側に移動させて締め付け状態にして、浴槽側壁に入浴用補助具を固定することができ
るものである（特許文献２の図１参照）。
【０００４】
　入浴用補助具は、取り付けた状態では、必要としない入浴者には浴槽への出入りに邪魔
になるものであり、また、浴槽に蓋ができないから、特許文献１、２に記載された入浴用
補助具のように、通常、取り外しできるようになっている。
【０００５】
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　入浴補助具を浴槽側壁に取り付ける際には、浴槽側壁の内面と外面に当接することにな
る狭持部材の間隔は、予め、取り付け時に浴槽側壁を疵付けないように、浴槽側壁の厚み
幅よりも大きくして余裕を持たせておかなければならない。
　また、通常、狭持部材の表面には、浴槽表面を疵付けないクッション機能のほかに、浴
槽表面との摩擦を高めて滑り止めの機能を持たせたライナーが接着されている。このため
、狭持部材の間隔に余裕がないと、入浴用補助具の取り付け作業や取り外し作業の途中に
おいて、狭持部材の一方または両方が浴槽表面に張り付いて、浴槽側壁の所定の位置に入
浴用補助具を配置することができないことや浴槽側壁から入浴用補助具を容易に引き上げ
られないことがしばしば発生した。
【０００６】
　このようなことから、入浴補助具の取り付け前や取り外し後の入浴補助具のクランプ機
構の浴槽側壁の内面と外面に当接することになる狭持部材の間隔は、通常、予め浴槽側壁
の厚み幅の１．５～３倍程度に大きくしている。
　このため、従来の入浴用補助具の取り付けにおいては、ネジ部材のノブを数１０回も回
動させて、狭持部材の間隔を狭めて締め付けを行わねばならず、また、入浴用補助具の取
り外しにおいては、同様に、ネジ部材のノブを数１０回も逆回動させて、締め付けを解除
した後に狭持板の間隔を拡げなければならないので、取り付けあるいは取り外しの作業は
、作業者に非常に手間暇が掛かり負担となっていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
　　　特許文献１：実公平６－４７８８号公報
　　　特許文献２：特開平８－１６４０８４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、浴槽側壁に取り付けられる入浴用補助具を短時間で容易に浴槽側壁に取り付
け、取り外しが行える入浴用補助具のクランプ機構を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記の課題を解決するために、本発明は以下の手段を採用する。
［１］　浴槽側壁の外面および上面に当接する垂直部位および水平部位を有する狭持部材
を取り付けた本体フレームと浴槽側壁の内面に当接する狭持部材を取り付けた移動側フレ
ームと上記移動側フレームを進退させる移動操作手段を備える、本体フレームの狭持部材
と移動側フレームの狭持部材により浴槽側壁を狭持できる入浴用補助具のクランプ機構で
あって、
　移動側フレームは垂直部位と水平部位を有し、該垂直部位に狭持部材を取り付け、
　移動操作手段は、頭部がノブであるネジ部材と該ネジ部材のネジ軸部に螺合することが
できるネジ山を一方の端部の端面に形成したレバーとバネと移動側フレームの水平部位に
取り付けたガイドとを備え、
　ネジ部材は、回動自在かつ軸方向に進退自在に本体フレームに係合されるとともに軸方
向にガイドに案内され、レバーはガイドに軸支され、バネにより、レバーのネジ山が形成
された一方の端部の端面をネジ部材のネジ軸部に付勢して、ネジ部材のネジ軸部とレバー
の一方の端部の端面とが螺合することができ、
　移動操作手段により、本体フレームの狭持部材の水平部位上面で移動側フレームを進退
させることができることを特徴とする、本体フレームの狭持部材と移動側フレームの狭持
部材により浴槽側壁を狭持できる入浴用補助具のクランプ機構。
［２］　前記本体フレームと前記移動側フレームをそれぞれ２基ずつ並設し、該２基の本
体フレームに共通の１つの浴槽側壁の外面および上面に当接する前記狭持部材を取り付け
、該２基の移動側フレームの各々に１つの浴槽側壁の内面に当接する前記狭持部材を取り
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付けて、本体フレームと移動側フレームの対を２組備え、該２組の各々の組に前記移動操
作手段を設けたことを特徴とする、［１］に記載の本体フレームの狭持部材と移動側フレ
ームの狭持部材により浴槽側壁を狭持できる入浴用補助具のクランプ機構。
［３］　前記移動側フレームの垂直部位に揺動部材を揺動可能に取り付け、該揺動部材を
介して浴槽側壁の内面に当接する前記狭持部材を取り付けたことを特徴とする、［１］又
は［２］に記載の本体フレームの狭持部材と移動側フレームの狭持部材により浴槽側壁を
狭持できる入浴用補助具のクランプ機構。
［４］　前記本体フレームの上面に、回動可能な座板を載置して取り付けた基台を固定し
たことを特徴とする、［１］乃至［３］のいずれかに記載の本体フレームの狭持部材と移
動側フレームの狭持部材により浴槽側壁を狭持できる入浴用補助具のクランプ機構。
［５］　前記本体フレームに手摺を取り付けたことを特徴とする、［１］乃至［３］のい
ずれかに記載の本体フレームの狭持部材と移動側フレームの狭持部材により浴槽側壁を狭
持できる入浴用補助具のクランプ機構。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、本体フレームに回動自在かつ軸方向に進退自在に係合したネジ部材を
、該ネジ部材のネジ軸部とレバーの一方の端部のネジ山が形成された端面とを螺合あるい
は螺合解除して、軸方向に押し出すかあるいは引き出すかして進退させること及び回動さ
せることにより、本体フレームに取り付けた狭持部材の垂直部位と移動側フレームの垂直
部位に取り付けた狭持部材との間隔を調整できるから、入浴用補助具のクランプ機構を、
浴槽側壁に短時間で容易に取り付け、取り外しをすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の一実施形態のクランプ機構を移動側フレーム寄りの側から眺めた斜視図
を示す。
【図２】本発明の一実施形態のクランプ機構を本体フレーム寄りの側から眺めた斜視図を
示す。
【図３】本発明の一実施形態のクランプ機構の側面図を示す。
【図４】浴槽（部分）に取り付けられた本発明の一実施形態のクランプ機構の平面図を示
す。
【図５】本発明の一実施形態のクランプ機構の本体フレームの斜視図を示す。
【図６】浴槽の形状の一例を示す。（ａ）は浴槽の断面形状、（ｂ）は浴場の上から見た
平面視の形状である。
【図７】移動側フレームの垂直部位に形成された孔の水平方向の径が垂直方向の径より長
い実施形態を示す。
【図８】本発明の一実施形態のクランプ機構の移動操作手段とネジ部材を示す。（ａ）で
はレバーのネジ山が形成された端面がネジ部材に付勢されている。（ｂ）ではレバーのネ
ジ山が形成された端面がネジ部材から離れている。
【図９】本発明の一実施形態のクランプ機構の移動側フレームの端部近傍に取り付けたガ
イドにネジ部材が案内されることを示す。
【図１０】本発明の一実施形態のクランプ機構の背面図を示す。
【図１１】本発明の一実施形態のクランプ機構のガイド、ガイドに軸支されたレバーおよ
びバネを示す。
【図１２】本発明の一実施形態のクランプ機構の上に回転椅子が取り付けられた入浴用補
助具の斜視図を示す。
【図１３】従来例の入浴補助具（手摺）のクランプ機構を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に入浴用補助具のクランプ機構の一実施形態を図面に基づいて説明する。
　クランプ機構に回転座板を有する回転椅子が設けられた入浴用補助具の斜視図を図１２
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に示す。この図において、１００は入浴用補助具のクランプ機構、２００は浴槽、３００
は入浴用補助具（回転椅子）である。
【００１３】
　図１および図２には入浴用補助具のクランプ機構１００の斜視図を、図３および図４に
入浴用補助具のクランプ機構１００の側面図および平面図をそれぞれ示す。
　１は本体フレームであり、浴槽２００の側壁の外面および上面に当接する狭持部材１１
が取り付けられ固定されている。２は移動側フレームであり、浴槽２００の側壁の内面に
当接する狭持部材２１が取り付けられている。
【００１４】
　図１、図２から分かるように、この実施形態のクランプ機構では、２基の本体フレーム
１と２基の移動側フレーム２を備え、２基の本体フレームで共通の１つの狭持部材１１を
支持し、２基の移動側フレーム２のそれぞれが１つの狭持部材２１を支持している。
　回転椅子の回転座板をクランプ機構に設置する場合、１基の本体フレーム上よりも２基
の本体フレーム上に回転座板を設置する方が安定して設置することができる。なお、本体
フレームが１基でも、幅広の本体フレームを使用することにより、回転座板を載置するこ
とが可能であることは特許文献２にすでに示されている（特許文献２の図２参照）。
【００１５】
　２基の本体フレームの上に入浴用補助具として回転椅子を取り付ける場合、回転椅子の
座板が基台（ともに図示省略）を介して取り付けられることになる（図１２参照）。基台
は、図１や図２から分かるように、本体フレーム１の屋根部１ａに形成されたが孔（図面
番号なし）にネジなどにより固定される。この実施形態では、各本体フレーム１の２個所
に孔が穿設され、計４個所の孔でネジ止め固定されることになる。なお、基台と座板の間
には、ベアリングを挿入して、椅子が回転自在に回転することができる。このような回転
機構は周知の技術である。また、この回転機構に回転ロック手段や回転範囲規制手段を設
けることも周知である。
【００１６】
　本体フレーム１は、とりわけ図５から分かるように、断面が略コ字状（略コ字の開放側
が下に向いている）の部位とこれと一体的に連なる断面が略Г（ガンマ）字状の部位を有
し、上部に屋根部１ａが形成されている。そして、断面が略コ字状の部位の２つの側辺部
には、２つの三角形の板材からなる垂下部１ｂが一体的に形成されている。
【００１７】
　また、断面が略Г（ガンマ）字状の部位の２つの側辺部は、一方は他方よりも高さ（縦
の長さ）が短くなって、屋根部１ａとともに、略Гの断面を形成している。こうすること
で、後述するように、移動側フレーム２に設けられるガイド４やレバー５、バネ６が本体
フレーム１に沿って移動できるようになっている。
　図１、図２では、２基の本体フレーム１の断面略Г（ガンマ）字状の部位の２つの側辺
部のうちの高さの長い方の側辺部がいずれも内側（２基の本体フレーム１の間）に向いて
いる。
【００１８】
　本体フレーム１の一方の端部（断面が略コ字状部位側の端部）は、図５から分かるよう
に、孔（図面番号なし）が形成された板状体でふさがれており、この孔に後述する、頭部
にノブ（摘み）を有するネジ部材３のネジ軸部３１が挿入される。
【００１９】
　本体フレーム１には狭持部材１１が取り付けられ固定されている。狭持部材１１は、図
１～３から分かるように、断面が略逆Ｌ字状のフレーム材からなり、略逆Ｌ字状を形成す
る２つの部位の内、垂直部位１１ａが浴槽側壁の外面に当接し、垂直部位１１ａの上端か
ら庇状に伸びる水平部位１１ｂが浴槽側壁の上面に当接することになる。
　狭持部材１１の浴槽側壁の外面および上面に当接することになる面には、通常、滑り止
めおよび浴槽の保護のため、ゴムシートあるいは軟質プラスチックシートなどのライナー
１１ｃが貼り付けられている（図３参照）。
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【００２０】
　本体フレーム１の垂下部１ｂは、図５から分かるように、垂直方向に下に伸びる辺と傾
斜した方向に下に伸びる辺とを有している。そして、前者の垂直方向に下に伸びる２つの
辺の部位と断面略Г（ガンマ）字状の部位の２つの側辺部のうちの高さの長い方の側辺部
の下端縁とを狭持部材１１の背面を接触させ、溶接などで固定することにより、狭持部材
１１を本体フレーム１に取り付けている（図２参照）。
【００２１】
　上述したように、本体フレーム１の一方の端部をふさぐ板状体に形成された孔にネジ部
材３のネジ軸部３１が挿入される（図３、図５参照）。本体フレーム１の屋根部１ａは、
ネジ部材３のネジ軸部３１の全体を覆うのに十分な長さを備えている。後述するように、
ネジ部材３の頭部には、ノブ（摘み）３２が形成されている。
【００２２】
　移動側フレーム２は、とりわけ図１、図３から分かるように、逆Ｌ字状のフレーム材か
らなり、垂直部位２ａと水平部位２ｂを有しており、図９から分かるように、水平部位２
ｂのノブ３２側の端部を除いて、断面が略コ字状である（垂直部位２ａの略コ字の開放側
が浴槽側壁内面側に、水平部位２ｂの略コ字の開放側が浴槽側壁上面側に、それぞれ向い
ている）。なお、図９では、本体フレーム１は描かれていない（図３参照）。
【００２３】
　移動側フレーム２の水平部位２ｂのネジ部材３のノブ３２側の端部は、図９に示すよう
に、略コ字状の断面を形成する左右２つの側辺部の内の１つが欠けた形状をしており、残
った側辺部や略コ字状断面の背部の部位（水平部位２ｂの天井に相当する部位）に、後述
するガイド４が取り付けられ固定されている。そして、ガイド４の一部がこの欠けた側辺
部に対応する部位の面からはみ出すように配置されている。
【００２４】
　移動側フレーム２の水平部位２ｂは、本体フレーム１が支持する狭持部材１１の水平の
部位１１ｂに載置されるとともに、本体フレーム１の断面略Г（ガンマ）字状の部位の屋
根部１ａの下に納まるように配置されて、狭持部材１１の水平の部位１１ｂの上面を移動
（スライド）できるようになっている。図３において、移動側フレーム２の水平部位２ｂ
が狭持部材１１の水平の部位１１ｂ上で左から右方向に移動する場合は、水平の部位１１
ｂの左側端に移動側フレーム２の垂直部位２ａが接触するまで移動することができる。
【００２５】
　移動側フレーム２の垂直部位２ａには揺動部材２２を介して狭持部材２１を取り付ける
ことが望ましい。揺動部材２２を介さないで、狭持部材２１を、直接、溶接などで移動側
フレーム２の垂直部位２ａに取り付けることも可能である。
【００２６】
　狭持部材２１は、板状体で形成されており、浴槽側壁の内面に当接する部材であり、図
３から分かるように、狭持部材２１の上端は、本体フレーム１の狭持部材１１の水平部位
１１ｂの高さより下に位置しなければならない。
　狭持部材２１の浴槽に当接する面には、狭持部材１１と同様に、通常、滑り止めおよび
浴槽の保護のため、ゴムシートあるいは軟質プラスチックシートなどのライナー２１ａが
貼り付けられている（図３参照）。
【００２７】
　揺動部材２２は、断面が略コ字状であり（図１、図１０参照）、略コ字の背部に対応す
る部位の外面に狭持部材２１が取り付けられて固定され、また略コ字の凹部に対応する部
位に移動側フレーム２の垂直部位２ａが挿入される。なお、ここでは、揺動部材２２の２
つの側辺部は半円形であるがこれに限るものではない。
【００２８】
　そして、揺動部材２２と移動側フレーム２の垂直部位２ａにそれぞれ２個所に計４つの
孔を形成し、これらの孔にピン２３を挿通することにより、ピン２３を中心にして揺動部
材２２が揺動することにより、狭持部材２１が揺動できるようにすることができる。
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　こうすることで、図６（ａ）に示すような、浴槽側壁の内面が傾斜して、底に向かうに
つれて厚みが増す浴槽の側壁に対しても、狭持部材２１が浴槽側壁内面の傾斜に沿うよう
に動き、入浴用補助具のクランプ機構を浴槽側壁によりいっそう堅固に取り付けることが
できる。
【００２９】
　また、移動側フレームの垂直部位２ａに形成される孔（図７では図面番号２４）を、水
平方向において、垂直方向の径よりも大きい径に形成して遊びをより大きく設け、ピン２
３が水平面内で比較的小さな角度内で旋回することにより、狭持部材２１を揺動できるよ
うにすることもできる。
　こうすることで、図６（ｂ）に示すような、浴槽側壁の内面の平面視が湾曲している浴
槽の角部近傍に対しても、狭持部材２１がこの湾曲している側壁内面に沿うように傾くこ
とが可能になり、入浴用補助具のクランプ機構を浴槽側壁にいっそう堅固に取り付けるこ
とができる。また、角部以外において平面視が湾曲している側壁内面にも同様にクランプ
機構により浴槽側壁にいっそう堅固に取り付けることができる。
【００３０】
　次に、移動側フレーム２を、本体フレーム１の狭持部材１１の垂直部位１１ａに対して
、進退させる移動操作手段について説明する。この実施形態では、２基の移動側フレーム
を備えているので、移動操作手段も２つ備えている。
　移動操作手段は、以下に記載するように、ネジ部材３、ガイド４、レバー５およびバネ
６を備えるものである。
【００３１】
　ネジ部材３は、すでに記載したように、そのネジ軸部３１が回動自在かつ軸方向に進退
自在に本体フレーム１に係合されている。そして、図８から分かるように、ネジ部材３の
頭部は、ノブ（摘み）３２が形成されており、本体フレーム１の外に露出しており（図１
～４参照）、ノブ３２を押し込むか、引き出すかすることにより、本体フレーム１に対し
て、ネジ部材３のネジ軸部３１を軸方向に進退させることでき、また、ノブ３２を回動す
ることによりネジ部材３のネジ軸部３１を回動させることができる。
【００３２】
　ガイド４は、図１１から分かるように、断面が略Ｕ字状の部材であり、図９から分かる
ように、略Ｕ字の底部に対応する部位の外面や略Ｕ字の一方の側辺部に対応する部位の下
部外面で移動側フレーム２の水平部位２ｂのノブ３２に近い方の端部に固定されている。
なお、すでに記載したように、移動側フレーム２の水平部位２ｂのノブ３２に近い方の端
部は略コ字の断面を形成する左右２つの側辺部の内の１つが欠けた形状をしている。
【００３３】
　また、ガイド４は、図９から分かるように、略Ｕ字の下部に対応する部位の断面が半円
状、かつ、その内径がネジ部材３のネジ軸部３１の外径よりもやや大きくなっており、該
略Ｕ字の下部に対応する部位の内面でネジ部材３のネジ軸部３１を軸方向に移動自在に案
内可能になっている。
【００３４】
　レバー５は、図１１から分かるように、その一方の端部を含む部位がガイド４の略Ｕ字
の内部に対応する部位に収納されるように配置され、その他方の端部を含む部位がガイド
４の略Ｕ字の内部に対応する部位から露出するように配置されている。なお、レバー５の
一方の端部を含む部位は、図８から分かるように、その一部がガイド４の略Ｕ字の内部に
対応する部位からはみ出してもよい。
【００３５】
　そして、レバー５は、図８、図１１から分かるように、ガイド４に軸支されている。す
なわち、レバー５は、ガイド４の略Ｕ字の２つの側辺部に対応する部位の上部に形成され
た孔（図面番号なし）に挿通されたピン７を中心にして、回動できるようになっている。
なお、４１はサイドガイド片であり、これについては後述する。
【００３６】
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　図１１から分かるように、ピン７の上端部がガイド４の略Ｕ字の上側の側辺部に対応す
る部位から露出しており、この露出している部位に捩りコイルバネ機能を有するバネ６を
取り付け、図８から分かるように、該バネ６の一端がガイド４に、他端がレバー５にそれ
ぞれ係止されている。そして、バネ６の捩りコイルバネ機能により、レバー５の一方の端
部の端面がネジ部材３のネジ軸部３１に付勢される状態になっている〔図８（ａ）参照〕
。なお、バネ６は、ピン７の上部にはつば部を設けるなどして、ピン７からが外れること
のないようにしている。
【００３７】
　レバー５は、図１１から分かるように、一方の端部の端面にネジ部材３のネジ軸部３１
の雄ネジに螺合するネジ山（雌ネジ）が形成されている。そして、レバー５がネジ部材３
のネジ軸部３１に付勢している時には、ネジ軸部３１にレバー５のネジ山が形成された端
面が螺合する〔図８（ａ）、図９参照〕。
　なお、以下において、ネジ部材３のネジ軸部３１とレバー５の一方の端部のネジ山が形
成された端面との螺合を単にネジ部材３のネジ軸部３１とレバー５との螺合ということが
ある。
【００３８】
　ネジ軸部３１とレバー５の螺合解除は、レバー５のネジ山が形成されていない方の端部
（以下、「他方の端部」という）を押圧して、レバー５をピン７を中心に回動させて、レ
バー５のネジ山が形成された端面をネジ軸部３１から離すことにより行える〔図８（ａ）
、（ｂ）参照〕。
　また、レバー５の他方の端部を押圧していないときは、バネ６により、レバー５の一方
の端部の端面がネジ部材３のネジ軸部３１に付勢される状態になるから、ネジ軸部３１と
レバー５のネジ山が形成された端面は螺合している。
【００３９】
　レバー５の端面に形成するネジ山数は、山数が多くなるとレバー５とネジ軸部３１との
螺合が困難になるので、１～１０程度である。なお、レバー５のネジ山が形成された端面
の長さ方向の両端にはアール（丸見）を付けるのが望ましい（図８参照）。
【００４０】
　図８、図９、図１１から分かるように、ガイド４の略Ｕ字の下部内側に対応する部位の
、レバー５の端面のネジ山とネジ軸部３１との螺合を妨げない位置に、断面が半円弧状の
サイドガイド片４１を装着することが望ましい。こうすることで、サイドガイド片４１と
ガイド４の略Ｕ字の底部に対応する部位とで筒状部を形成して、該筒状部内にネジ部材３
のネジ軸部３１を通すことにより、ネジ軸部３１が振れないようにして、ネジ部材３が軸
方向に安定して案内されるようにしている。
　また、図８から分かるように、ネジ部材３のネジ軸部３１の端部には、ストッパー３３
を装着して、ネジ部材３を後退させたときに、ガイド４からネジ部材３が抜け出ないよう
にすることが望ましい。
【００４１】
　なお、図９、図１１から分かるように、ガイド４の略Ｕ字の２つの側辺部に対応する部
位の中程にはそれぞれ同じ側（ネジ部材３のノブ３２側）に凹部４２が形成され、ガイド
４は、凹部４２より下部の部位が、図９から分かるように、移動側フレーム２の水平部位
２ｂの略コ字状の断面に対応する部位内に納まり、凹部４２より上部の部位が、該断面か
ら横方向（狭持部材１１の水平部位１１ｂの面と平行の方向）にはみ出すように配置され
る。そして、この２つの凹部４２に、本体フレーム１の断面が略コ字状部位の２つの側辺
部のうち一方の側辺部の辺が進入することができるようになっている（図１、図２、図４
参照）。この凹部４２はなくともよいが、形成することが望ましい。
【００４２】
　このように、ガイド４の略Ｕ字の上部に対応する部位は、移動側フレーム２の略コ字に
対応する断面からはみ出るように配置されているが、図１、図２から分かるように、本体
フレーム１の断面が略Γ字状である部位の高さが短い方の側辺部の下からもはみ出ている
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。したがって、ガイド４の略Ｕ字の上部に対応する部位に装着されたピン７、ピン７に装
着されているバネ６およびレバー５の他方の端部は、本体フレーム１の断面が略Γ字状の
部位の高さが短い方の側辺部の下から常時露出している。
【００４３】
　なお、図１０から分かるように、本体フレーム１の屋根部１ａの高さは、狭持部材１１
の水平部位１１ｂ上面との間に、移動側フレーム２の水平部位２ｂが収納される高さを有
するようにして、移動側フレーム２の水平部位２ｂが本体フレーム１の狭持部材１１の水
平部位１１ｂ上面を移動（スライド）できるようにしなければならない。また、本体フレ
ーム１の断面略Г（ガンマ）字状の部位の２つの側辺部のうちの高さの短い方の側辺部の
下端縁と狭持部材１１の水平部位１１ｂ上面との間が、ガイド４の移動を妨げない程度の
間隙を備えていなければならない。
【００４４】
　このように、レバー５の他方の端部は、本体フレーム１の断面略Γ字状の部位の高さが
短い方の側辺部の下からからは露出しているから、ネジ部材３のネジ軸部３１とレバー５
の一方の端部のネジ山が形成された端面との螺合の解除は、レバー５の他方の端部を押圧
して、レバー５をピン７を中心にして回動させることによりいつでも行うことができる。
　また、この押圧を止めると、バネ６の働きにより、レバー５のネジ山が形成された端面
がネジ部材３のネジ軸部３１に付勢して、螺合が復帰する。
【００４５】
　この実施形態では、図１、図２から分かるように、ネジ軸部３１とレバー５の螺合を解
除できる２つのレバー５の他方の端部がいずれも２基の本体フレーム１の間の領域にない
が、レバー５の他方の端部を押圧して螺合を解除する操作に支障がなければ、２つのレバ
ー５の、あるいはそのいずれか１つのレバー５の他方の端部を２基の本体フレームの間の
領域に配置されるようにしてもよい。このようにするには、本体フレーム１の断面が略Г
（ガンマ）字状の部位の２つの側辺部のうち、高さ（縦の長さ）が短くなっている方の側
辺部の面が２基の本体フレーム１の間に向くようにしなければならない。
【００４６】
　次に移動操作手段の操作について説明する。
　ネジ部材３のネジ軸部３１とレバー５とが螺合した状態で、ネジ部材３のノブ３２を押
してネジ部材３をネジ軸方向に移動させると、ガイド４がネジ軸部３１の軸方向に移動す
るから（図９参照）、ガイド４が取り付けられている移動側フレーム２も移動することに
なり、移動側フレーム２の水平部位２ｂが本体フレーム１の狭持部材１１の水平部位１１
ｂの上面でスライド（図３では右から左方向に移動）して、狭持部材１１の垂直部位１１
ａと移動側フレーム２の狭持部材２１との間隔が拡がることになる。
　なお、本体フレーム１は、前述したように、略Г（ガンマ）字状断面を有し、２つの側
辺部の一方は他方よりも高さ（縦の長さ）が短くなっているから、移動側フレーム２の水
平部位２ｂの略コ字状部位に対応する断面からはみ出るガイド４やレバー５、バネ６の部
位がネジ部材３のネジ軸部３１の軸方向へ移動するのを妨げることはない。
【００４７】
　同様に螺合した状態で、逆にノブ３２を引くと、ノブ３２を押した場合と逆の動きをし
て、移動側フレーム２は、本体フレーム１の狭持部材１１の水平部位１１ｂの上面でスラ
イド（図３では左から右方向に移動）して、狭持部材１１の垂直部位１１ａと移動側フレ
ームの狭持部材２１との間隔が狭まることになる。この場合は、図３から分かるように、
本体フレーム１の狭持部材の水平部位１１ｂの左側の端部に移動側フレーム２の垂直部位
２ａが接触するまで移動することができる。したがって、このときの狭持部材１１の垂直
部位１１ａと移動側フレーム２の狭持部材２１との間隔は、浴槽２００の側壁の厚みより
も小さくなるようにしておかなければならない。
【００４８】
　ネジ部材のネジ軸部３１とレバー５との螺合を解除した状態で、ノブ３２を押してネジ
部材３をネジ軸方向に移動させると、ネジ部材３のネジ軸部３１がガイド４に案内されて
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移動するが、螺合が解除されているので、ガイド４が取り付けられている移動側フレーム
２が移動することはない。
【００４９】
　上記の螺合を解除した状態で、ノブ３２を引いてネジ部材３をネジ軸部３１の軸方向に
移動（後退）させても同様であるから、本体フレーム１の狭持部材１１の水平部位１１ａ
と移動側フレーム２の狭持部材２１の間隔が変化しない。なお、ネジ部材３のネジ軸部３
１の先端にストッパーを装着している場合、ノブ３２を引き続けると、ネジ部材３のネジ
軸部３１の先端に装着されたストッパー３３がガイド４に当たるから、ネジ部材３が本体
フレーム１から抜け落ちることがない。
【００５０】
　ネジ部材３のネジ軸部３１とレバー５とが螺合した状態で、ノブ３２を回動あるいは逆
方向に回動させると、ネジ部材３が回動あるいは逆回動し、ガイド４をネジ軸の軸方向に
進退させることができ、それにともなって、ガイド４に取り付けられた移動側フレーム２
を、本体フレームの狭持部材１１の水平部位１１ｂの上面で移動させて進退させることが
できるから、ノブ３２を回動あるいは逆方向に回動させることにより、狭持部材１１の垂
直部位１１ａと移動側フレーム２に支持された狭持部材２１との間隔を微調整することが
できる。
【００５１】
　以下に本発明の入浴用補助具のクランプ機構１００を浴槽側壁に取り付け及び取り外し
の作業手順の一例について説明する。クランプ機構１００の本体フレーム上には入浴用補
助具が取り付けられている。なお、取り付け及び取り外しの作業手順はこの例に限るもの
ではない。
　上記の実施形態のクランプ機構１００は、２基の本体フレーム１と２基の移動側フレー
ム２を有し、本体フレーム１と移動側フレーム２との対を２組備えるものであるが、重複
する作業手順を省略するため、以下においては、１基の本体フレーム１とこれと対になる
１基の移動側フレーム２について説明する。
　なお、ネジ部材３のネジ軸部３１とレバー５のネジ山が形成された端面との螺合をネジ
部材３とレバー５の螺合、ネジ軸部３１とレバー５の螺合、あるいは単に螺合ということ
がある。
【００５２】
・取り付け手順（０）
　レバー５の端面にネジ山が形成されていない方の端部（以下、この端部を「他方の端部
」という）を押圧してネジ部材３とレバー５の螺合を解除した後に、ノブ３２を手前に引
く（図３において、ノブ３２は右に移動し、ネジ部材３のネジ軸部３１の一部が本体フレ
ーム１から露出する。このとき、ネジ部材３とレバー５の螺合を解除されているから、移
動側フレーム２は移動しない。）
　次いで、レバー５の他方の端部の押圧を止めて（押圧を解除して）、ネジ部材３とレバ
ー５を螺合させた後に、ノブ３２を押す。このとき、移動側フレーム２は移動し、本体フ
レーム１の狭持部材１１の垂直部位１１ａと移動側フレーム２の狭持部材２１の間隔が大
きくなる（図３では、移動側フレーム２が左方向に移動する）。
　なお、以下において、上記の狭持部材１１の垂直部位１１ａと移動側フレーム２の狭持
部材２１の間隔を「間隔Ｌ」ということにする。
　この操作により、間隔Ｌを、予め浴槽側壁の厚み幅よりも余裕を持って、該厚み幅の１
．５倍程度に大きくする。通常は、前回の入浴補助具の使用後にクランプ機構を浴槽側壁
から取り外しているから、間隔Ｌが十分広くなっている。このような場合には、以上の操
作はする必要がない（後述の「取り外し手順（２）」参照）。
（間隔Ｌを大きくする操作は、ノブ３２を手前に引く操作と手前に押す操作をするが、ノ
ブを回動する操作を必要としないから、一気に短時間で行える。）
【００５３】
・取り付け手順（１）
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　本体フレーム１の狭持部材１１と移動側フレーム２の狭持部材２１とが浴槽側壁を跨ぐ
ように、クランプ機構を設置する。このとき、狭持部材１１の水平部位１１ｂは浴槽側壁
上面に接している。なお、このとき、レバー５の端部の押圧を止め続け、ネジ部材３とレ
バー５を螺合させた状態でよい。
（間隔Ｌが十分に大きいので、この手順の過程で、浴槽側壁を疵付けたり、狭持部材のラ
イナーなどが浴槽側壁に張り付いて作業を中断したりすることが避けられる。また、作業
者は移動側フレーム２の垂直部位２ａを把持する必要がないから、浴槽内の湯に手を漬け
なくてすむ。）
【００５４】
・取り付け手順（２）
　ネジ部材３とレバー５とが螺合した状態（レバー５の端部の押圧を止めている状態）で
、ノブ３２を手前に引く（図３において右側に引く）。このとき、移動側フレーム２が移
動して、間隔Ｌが狭くなり、浴槽側壁の厚みとほぼ同じになる。
〔この狭持部材の間隔Ｌを狭くして浴槽側壁の厚み幅に近づける操作は、ネジ部材のノブ
３２をネジ軸部３１の軸方向に（図３では左側から右側に）引っ張るだけであり、ノブ３
２を回動させるのではないから、一気に短時間で行うことができる。〕
【００５５】
・取り付け手順（３）
　次いで、ネジ部材３とレバー５とが螺合した状態で、ネジ部材のノブ３２を、数回、回
動させ、移動側フレームの狭持部材２１を移動させて、間隔Lをさらに狭め、本体フレー
ム1の狭持部材１１の垂直部位１１ａと移動側フレーム２に支持された狭持部材２１とで
、浴槽側壁を締め付け、クランプ機構を浴槽側壁に固定する。
〔すでに取り付け手順（２）で間隔Ｌが浴槽側壁の厚み幅にほぼ近くなっているから、ノ
ブ３２を同一方向に、数回、回動操作をするだけで、間隔Ｌをさらに狭くして本体フレー
ム１の狭持部材の垂直部位１１ａと移動側フレーム２の狭持部材２１とで浴槽側壁を締め
付けることができ、クランプ機構を堅固に固定できる。この操作もノブを同一方向に数十
回も回動させるのではないから、短時間で容易に行える。また、従来のクランプ機構のよ
うに、ノブを同一方向に数十回回動するうちに、回動を繰り返し過ぎて、浴槽側壁を破損
することも避けることができる。〕
　取り付け手順（３）の作業が完了した後に、入浴者は入浴補助具を利用できる。このと
き、ネジ部材３とレバー５は螺合した状態（レバー５の端部の押圧を解除した状態）のま
まである。
【００５６】
　次に本発明のクランプ機構１００を浴槽側壁から取り外す作業の手順の一例について説
明する。
・取り外し手順（１）
　ネジ部材３とレバー５とが螺合した状態で、ネジ部材３のノブ３２を、上述の取り付け
手順（３）における回動とは逆方向に、数回、回動させ、移動側フレーム２の狭持部材２
１を移動させて、間隔Lを浴槽側壁の厚みよりもやや大きくなるように拡げる。この結果
、移動側フレーム２の狭持部材２１と浴槽側壁の内面との間に僅かな間隙が生じる。
（この操作もノブを同一方向に数十回も回動させるのではないから、短時間で容易に行え
る。）
【００５７】
・取り外し手順（２）
　レバー５の他方の端部を押圧してネジ部材３とレバー５の螺合を解除した後、ネジ部材
３のノブ３２を手前に引く（図３において右側に引く）。このとき、ネジ部材３は移動（
図３において右側に）して、ネジ軸部３１が本体フレーム１より露出する。螺合が解除さ
れているから、移動側フレーム２は移動しない。したがって、間隔Ｌは変わらない。
（この作業は、締め込みネジを回動することなく、ノブ３２を手間に引っ張るだけである
から、一気に短時間で容易に行える。）
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【００５８】
・取り外し手順（３）
　レバー５の他方の端部の押圧を止めて、ネジ部材３とレバー５を螺合した状態でネジ部
材３のノブ３２を軸方向に（図３では右側から左側に）押し込み、移動側フレーム２を（
図３では右側から左側に）移動させ、間隔Ｌを浴槽側壁に厚み幅の１．５倍程度に拡げる
。
（この作業は、締め込みネジを回動することなく、ノブ３２を軸方向に押し込むことによ
り、移動側フレーム２の水平部位２ｂを狭持部材１１の水平部位１１ｂ上でスライドさせ
るだけであるから、一気に短時間で容易に行える。）
【００５９】
・取り外し手順（４）：
　入浴用補助具の適当な部位を数箇所で把持して、クランプ機構を浴槽側壁から引き上げ
る。クランプ機構が取り外された浴槽には蓋をすることができる。
（間隔Ｌがすでに大きいので、引き上げる途中で狭持部材のライナーなどが浴槽側壁に張
り付いて作業を中断することを避けることができる。また、取り外し手順において、作業
者は移動側フレーム２の垂直部位２ａを把持する必要がないから、浴槽内の湯に手を漬け
なくてすむ。）
【００６０】
　以上の実施形態では、２基の本体フレームと２基の移動側フレームをそなえるクランプ
機構であるが、１基の本体フレームと１基の移動側フレームを備え、１基の本体フレーム
で１つの狭持部材を支持し、１基の移動側フレームで１つの狭持部材を支持する入浴用補
助具のクランプ機構としても、浴槽側壁を狭持できることは明らかである。このような実
施形態は入浴補助具として手摺を取り付ける場合に適している。
　あるいは、２基の本体フレーム１がそれぞれ１つの狭持部材を支持し、かつ２基の移動
側フレームのそれぞれが１つの狭持部材を支持する入浴用補助具のクランプ機構としても
同様であり、浴槽側壁を狭持できることは明らかである。
【００６１】
　本発明のクランプ機構を構成するフレームやライナーなどを除く狭持部材や移動操作手
段は、おおむね金属で製作することができ、強度が高く、錆の発生が少ない材料（例えば
、ステンレス鋼材など）が適している。
　本発明のクランプ機構を構成する各部材は、請求の範囲および明細書全体から読み取る
ことのできる発明の技術思想に反しない範囲で適宜変更可能である。
【符号の説明】
【００６２】
１　：本体フレーム
１ａ：本体フレームの屋根部
１ｂ：本体フレームの垂下部
１１：本体フレームに支持される狭持部材
１１ａ：狭持部材１１の垂直部位
１１ｂ：狭持部材１１の水平部位
１１ｃ：狭持部材１１のライナー
２：移動側フレーム
２ａ：移動側フレームの垂直部位
２ｂ：移動側フレームの水平部位
２１：移動側フレームに支持された狭持部材
２１ａ：ライナー
２２：揺動部材
２３：ピン
２４：孔
３　：ネジ部材
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３１：ネジ部材のネジ軸部
３２：ネジ部材の頭部に形成されたノブ（摘み）
３３：ストッパー
４：ガイド
４１：サイドガイド片
４２：凹部
５：レバー
６：バネ
７：ピン
１００：入浴用補助具のクランプ機構
２００：浴槽
３００：入浴用補助具
【要約】
【課題】浴槽側壁に取り付けられる入浴用補助具を短時間で容易に浴槽側壁に取り付け、
取り外しが行える入浴用補助具のクランプ機構を提供する。
【解決手段】浴槽側壁の外面および上面に当接する狭持部材を支持する本体フレームと浴
槽側壁の内面に当接する狭持部材を支持する移動側フレームと移動側フレームを本体フレ
ームに対して進退させる移動操作手段とを備え、移動操作手段は、頭部がノブであるネジ
部材とネジ部材のネジ軸部に螺合することができるネジ山が端面に形成されたレバーと移
動側フレームに取り付けたガイドとを備え、ネジ部材は、ネジ軸部が本体フレームに軸方
向に進退自在および回動自在に係合され、レバーはガイドに軸支され、バネ機構により、
レバーのネジ山が形成された端面をネジ部材のネジ軸部に付勢して、該ネジ軸部のネジ軸
部とレバーの端面とが螺合できるようにした入浴用補助具のクランプ機構。
【選択図】図３

【図１】 【図２】
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【図５】
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【図７】
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